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１. 序論  

介護保険制度(2000)が導入され、在宅介護を支援する通所介護施

設や訪問介護支援センター等の新規供給が進んでおり、全国の高齢

者通所介護施設数は 2001 年の 9,000 施設から 2009 年には 24,000

施設へと増加し、かつ施設定員 10 名以下の施設供給が増大した。運

営主体は2001年には社会福祉法人が5,300施設と全体の約6割を占

めていたが、介護保険制度導入を直接的契機とした社会福祉法人以

外の民間企業の参入が急増し、2009 年には 9,700 施設と全体の約 4

割を占めるに至り、医療法人や NPO 等の参入も増加傾向にある。こ

うした新規供給量の急増、小規模施設の増加及び運営主体の多様化

は、通所介護事業分野に新たな局面をもたらしており、介護保険制

度が導入され 10 年が経過した現時点において、供給特性の把握とサ

ービス充足度の評価を行い、通所介護施設整備の成果と課題を整理

することは、今日的な検討課題として位置付けられる。 

関連既往研究には、建築･都市計画分野を中心に施設の整備実態の

把握、整備水準の評価、最適配置計画の検討･提案等を行った研究

1-4)や、需要特性、利用行動特性等を明らかにした研究成果等 5)があ

る。一方地理学の分野では、福祉サービス供給の地域格差問題に関

し、一定地域を対象に施設立地の偏在や充足度の格差等を指摘した

研究成果 6-7) 等の蓄積があるが、人口減少と高齢化が顕著な都市･

農村地域を包含する地方県全域を対象とし、介護保険制度導入後 10

年間の施設供給と充足度の時系列変動分析を行った研究は少ない。 

本論では、全国的にも人口減少と高齢化が進行している山口県を

対象に、高齢者通所介護施設の整備プロセスの分析をもとに、2000･

2005･2010 年の各自治体のサービス充足度を比較し、施設の新規供

給による効果と課題に関し考察する。尚、分析に使用した資料は、

WEB サイト:山口県保険情報総合ガイド/サービス事業所データベー

ス/通所介護(山口県長寿社会課)、国勢調査結果(1985-2005)、国立

社会保障･人口問題研究所:将来推計人口(2010-2035)である。 
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注：2005年までは国勢調査、それ以降は人口問題研究所調査のデータとする。  

図 1 山口県の高齢者人口･高齢化率の推移 

 

２．山口県の高齢者人口推移 

山口県の人口･高齢化率の推移を図 1 に示す。総人口は 1985 年の

160 万人から 2035 年には 110 万人に減少すると推計されている。一

方、65 歳以上人口は 1985 年の 21 万人から 2020 年には 46 万人に倍

増し以後漸減するが、高齢化率は総人口の減少に伴い 2035 年には

37%に達し、全国平均(26%)と比較すると 10%以上高い。また 75 歳以

上人口も 8.3 万人(1985)から 2025 年には 27.7 万人と 3 倍以上に増

加すると推計されており、今後 10-15 年間は高齢者の福祉サービス

需要はさらに増加するものと予測される。 

次に1985-2035年の25年毎の人口増減率(総数･65歳以上･75歳以

上)、高齢化率(65･75 歳)、1985 年人口を指標とした人口推移クラス

ター分析結果を図 2,3 に示す。第一は瀬戸内海側の県内主要都市を

含む、高齢者人口増加率が高く高齢化率が低い｢都市型 1｣と｢都市型

2｣である。両者の相違は、合併により旧農村地域を広範に含む下関･

宇部･周南･岩国市が｢都市型 2｣を構成している点である。第二は人

口規模の小さい萩･長門･柳井市と島嶼部の周防大島町の｢中間型｣、

第三は美祢市と阿東･阿武･上関町の高齢者人口増加率が低く高齢化

率が高い｢農村型｣である。総人口は｢都市型 1｣が最も減少率が低く、

｢都市型 2｣ではやや減少率が高い傾向にあるが、｢農村型｣の 1985- 
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図 2 人口推移類型分布 
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図 3 類型別高齢人口推移 

 

2010 年の増減率は-40%と高く、2010-35 年には-49%に達する。65 歳

以上人口増減率は、｢都市型 1,2｣では 85-10 年にかけて 107%と最も

高いが、2010-35 年には 5.8%に低下し｢中間型｣と似た減少傾向をた

どる。75 歳以上人口増減率も 85-10 年は｢都市型 1,2｣では 179% 

と高いが、10-35 年には 35%に低下し、｢農村型｣では-29%と減少へ転

じる。65 歳以上高齢化率は 2010-35 年にかけて｢農村型｣の高齢化の

進行が顕著で、2035 年には 54%に達し、75 歳以上高齢化率も 2035

年には4類型とも20%を上回り、特に｢農村型｣では40%近くに達する。 

 

３．山口県の高齢者デイサービス施設の供給動向 

山口県における高齢者デイサービス施設数の推移を図 4、5 に示す。

1999 年以前は 2-6 施設/年程度の供給量で、1999 年時点の全施設数

は 68 であったが、2000 年の介護保険制度導入後供給量が増大し、

2000-04 年には 153 施設、介護保険制度改正後の 2005-09 年には 234

施設が新規供給され、2009年末時点の施設総数は457に達している。

利用定員は1999年までは中規模施設(利用定員11-30人)が大半を占

めていたが、2000-04 年には中規模施設に加え大規模施設(利用定員

31 人以上)と小規模施設(利用定員 10 人以下)の供給量が増加した。

2005年以降は小規模施設が大幅に増加し新規供給の5割を占めるが、

これは 2006 年の介護保険法改正により在宅介護サービスが推奨さ

れ、地域密着型の小規模施設が増加したためと考えられる。 

次に施設の運営主体を表 1 に示す。1999 年までは社会福祉法人が

大半(66/68)であったが、2000-04 年に社会福祉法人(55)に加え民間

企業(54)と医療法人(23)が急増し、その他にも社協･NPO 等の新たな

運営主体が増加した。2005-09 年には民間企業(129)が 2000-04 年と

比較し倍増しているのが特徴で、2009 年末時点の運営主体の割合は、

民間企業(40%)･社会福祉法人(37%)･医療法人(9%)･NPO(5%)･社協

(4%)の順となっている。 
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図 4 山口県の通所介護施設供給数  図 5 山口県の通所介護施設数 

 

表 1 施設の運営主体

～1999 66 1 1 68
2000～2004 10 55 54 23 9 4 155
2005～2009 11 49 129 19 16 8 2 234

合計 21 170 183 43 25 13 2 457
注）社協：社会福祉協議会，福祉法人：社会福祉法人（社会福祉協議会以外），　民間法人：生協、農協含む

　公共団体：地方公共団体（市町村）

運営主体
合計

社協 福祉法人 民間企業 医療法人 NPO 民間法人 公共団体

 

 

表 2 施設整備プロセスの類型指標平均値(%) 

類型 自治

記号 体数 ～10 11～30 31～H ～10 11～30 31～H
A1 7 均等型 13.4 9.8 14.5 10.7 28.3 21.1 2.2
A2 3 小規模増加型 20.5 5.8 16.4 3.9 57.1 3.9 3.9
B 2 中・小規模増加型 22.5 3.1 41.9 22.5 10.0
C 4 中規模中心型 21.8 5.1 18.5 16.9 37.8
D 2 大・中規模増加型 8.5 5.6 8.5 36.9 8.8 28.8 2.9

E1 1 2000年以前設立型 100.0

E2 1 2000年以降設立型 100.0

2005～20092000～2004
施設整備類型 1999

 

 

４. 自治体の施設整備プロセス 

施設利用定員を含めた整備プロセスの特徴を整理するため、自治

体毎の施設供給数推移データ(付表)をもとに、設立時期(3 区分)と

利用定員(3 区分)を組み合わせた施設数構成比の 7 指標を用いたク

ラスター分析により、自治体の整備プロセスを 8 タイプに類型化し

た。類型毎の指標平均値を表 2、類型分布を図 6 に示す。 

｢A1:均等型｣は瀬戸内海側の県内主要 7 市が属し、高齢者人口増加

率の高い｢都市型 1｣3 市(防府･山口･光市)と｢都市型 2｣4 市(下関･宇

部･周南･岩国市)で構成される。1999 年時点の施設ストック構成比

の平均値は 13.4%で、2000-09 年にかけて利用定員が小･中･大規模の

施設が比較的偏りなく供給されており、特に 2005 年以降は小規模施

設(28.3%)と中規模施設(21.1%)が増加しているのが特徴である。 

｢A2:小規模増加型｣には瀬戸内海側の山陽小野田市、山間部の阿東

町及び日本海側の阿武町が属す。1999 年時点の施設構成比平均は

20.5%で、2005 年以降小規模施設が増加(57.1%)しているのが特徴で

ある。山陽小野田市では 12(/26)施設が 2005 年以降供給された小規

模施設で、阿東町は過疎農村地域のため施設数は少ないが、2(/4)

施設が2005年以降新規供給された小規模施設である。阿武町も1998

年に大規模 1施設、2006-08年に小規模 3施設が供給され、｢中間型｣･

｢農村型｣の人口推移類型の中では近年施設整備が急速に進められた

自治体として位置付けられる。 

｢B:中･小規模増加型｣の田布施･周防大島町は 1999 年の施設構成

比平均が 22.5%と高く、2000-04 年に中規模施設(41.9%)、2005-09

年に小規模施設(22.5%)が増加している。 
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図 6 施設整備プロセス類型分布 

 

｢C:中規模中心型｣には日本海側の人口規模が小さい萩･長門･美祢

市と瀬戸内側の平生町が属す。3 市の 1999 年以前の施設数が多いた 

め、1999 年時点の施設構成比平均は 21.8%で、中規模施設が 2000-04

年(18.5%)と 2005 年以降(37.8%)ともに増加しているが、大規模施設

は供給されておらず、中規模施設の供給が主体である。 

｢D:大･中規模増加型｣の下松･柳井市は、1999 年の施設構成比が

8.5%と低く、2000 年以降に整備が進んだ自治体で、2000-04 年に大

規模施設(35.9%)、2005-09 年に中規模施設が増加(28.8%)し、県内

の自治体の中では大･中規模施設の割合が高い。下松市の場合には、

2000-04 年にかけて供給された 6 施設の内 5 施設が大規模施設で、

2005 年以降は 10(/17)施設が供給されているが、この内 6 施設が中

規模施設であり、2000 年以降大幅に利用定員が増加している。 

一方｢E1:2000 以前設立型｣の和木町は、1999 年以前に中規模 1 施

設が供給されたのみで、2000 年以降整備は進んでいない。｢E2:2000

以降設立型｣の上関町も、2000-04 年に中規模１施設が設立されたの

みで 2005 年以降は新設されておらず、県内で１施設の自治体は両町

のみである。 

 

５． 自治体のデイサービス充足度 

各自治体の 3時点の充足度(75歳以上人口千人当り利用定員注１) )

の推移を図 7、充足度分布を図 8 に示す。2000 年の県平均充足度は

16.2 で、大半の自治体で充足度は 20 未満であり、施設未整備の自

治体が 2 町、充足度 10 未満の自治体が 3 市存在した。2000 年以降

の施設供給増加により、2005年には全自治体の5割が 30を上回り、

未整備自治体は解消、充足度 20 未満は 1 市 2 町に減少し、県平均充

足度は 32.9 に倍増した。さらに 2010 年には 8 割が 40 を超え、充足

度 60 を上回る自治体が 1 市 1 町に増加するとともに、充足度 30 未

満は 1 市 1 町に減少し、県平均充足度も 46.3 まで上昇している。こ

れより全体的動向として、2000 年以降は 75 歳以上高齢者数の増加

率を大きく上回る施設の新規供給による利用定員の増加が進み、自

治体のデイサービス充足度は大幅に上昇したことがわかる。 

次に高齢者人口推移類型毎に充足度の時系列変化を見ると、高齢

者数が急速に増加しデイサービス需要の増加が見込まれる都市型の

場合、「都市型 1」では 2010 年時点の平均充足度が 53.4 と高いのが

特徴で、整備プロセス類型は｢均等型｣が 3 市、｢小規模増加型｣･｢中･

小規模増加型｣･｢大･中規模増加型｣および｢2000以前設立型｣が2市2

町である。この中で｢大･中規模増加型｣の下松市は、2000-04 年に大

規模 5 施設、2005 年以降中規模 5 施設が供給されたため、充足度は

2000 年の 7.0 から 2010 年には 73.4 と大幅に上昇し、県内で最も充 
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図 7 自治体別充足度(75 歳以上)の推移 

 

足度が高い。｢小規模増加型｣の山陽小野田市も 2005 年以降小規模

12 施設が供給され、充足度(2010)は 56.4 と高く県内 3 位に位置す

る。また｢均等型｣の防府市では、2005 年以降中･小規模 15 施設と大

規模 2 施設が供給され、充足度は 54.9 で県内 4 位に位置する。一方

｢都市型 2｣の４市の充足度平均値(2010)は 47.3 で、4 市とも 40-50

の範囲にあり県平均値に近く、整備プロセス類型も全て｢均等型｣に

属し、高齢者人口推移と整備プロセス･充足度の類似性が高い。 

｢中間型｣の 3 市 2 町の場合、充足度平均値(2010)は 36.7 と｢都市

型 1｣よりも低く、その範囲は 25-50 と分散している。整備プロセス

類型は｢中規模中心型｣が 2 市 1 町、｢大･中規模増加型｣･「中･小規模

増加型」が 1 市 1 町と、中規模施設の供給が多いのが特徴である。｢中

規模中心型｣の萩市では 2000-04 年、2005 年以降に各々中規模 5 施

設が供給され、充足度は 13.2(2000)から 46.9(2010)に上昇している。

また平生町では 1999 年時点では施設が未整備であったが、2000 年

以降小･中規模施設の整備が進み、充足度は 45.5(2010)に上昇して

いる。これに対し、長門市では 2000-04 年にかけて施設供給がなく、

充足度は 27.6(2010)と低く県内 18(/20)位に位置する。 

｢農村型｣の 1 市 3 町の充足度範囲は 15-65 と分散しており、｢中規

模中心型｣1 市、｢小規模増加型｣2 町、｢2000 以降設立型｣1 町と個別

的である。阿武町では 2006 年以降に小規模 3 施設が供給されている

ため、充足度は 65.4(2010)と過疎地域にもかかわらず県内 2 位に位

置する。また美祢市では 1999 年以前から施設が供給され、2000 年

以降も小･中規模 6 施設が新規供給され、充足度は 49.3 と県平均を

上回るが、阿東町では 2000 年以降の新規供給は 3 施設で、充足度は

40 を下回る。上関町は中規模 1 施設のみで、2005 年以降施設整備が

行われておらず、充足度は 15.3 (2010)と県内で最も低い。 

次に各自治体の 3 時点の充足度の平均･分散･標準偏差と最大格差

を表 3 に示す。充足度平均値は 16.2(2000)から 46.3(2010)へと 2.9

倍に上昇しているが、充足度の分散･標準偏差は 2000 年時点で各々

166.3,12.9 と大きく、未整備の自治体があるため充足度の最大格差

も 51.2 と大きい。2005 年には未整備自治体の解消により分散･標準

偏差は 143.2, 12.0 と小さくなり、最大格差も 40.9 と縮小したが、

2010 年には分散･標準偏差は 155.5,12.5 と 2005 年時点と比較する

と再度拡大し、充足度の最大格差も 58.1 と 2000 年と比較するとさ

らに拡大している事から、充足度平均値は大幅に上昇したものの、 
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表 3 充足度の平均･分散･標準偏差と最大格差 

2000 2005 2010

充足度 平均 16.2 32.9 46.3
分散 166.3 143.2 155.5
標準偏差 12.9 12.0 12.5
最大格差 51.2 40.9 58.1  

 

自治体間格差は増大しており、いわゆる福祉サービス供給の地域格

差問題の存在とその拡大傾向が認められる。 

 

６.  結論 

１）介護保険制度導入以前の高齢者デイサービス施設供給数は 2-6

施設/年程度であったが、2000年以降30-50施設/年程度に増加した。

また小規模介護事業所の整備促進を定めた 2006 年の介護保険法改

正後は、それまでの定員 11-30 人の中規模施設から、10 人以下の小

規模施設が大幅に増加している。 

２）自治体の施設整備プロセスは、高齢者人口増加率の高い都市地

域では小･中･大規模施設がほぼ均等に増加するタイプが多く、小規

模都市地域では中規模施設を中心に、大規模あるいは小規模施設が

増加するタイプが主である。農村地域では 1999 年以前から整備が進

んでいた市町や、2000 年以降新たに小･中規模施設の整備が進めら

れた自治体があり、施設整備プロセスには個別性が見られる。 

３）自治体のデイサービス充足度は、高齢者人口の増加を上回る施

設供給量の増加に伴い、全体的には 2000 年以降大幅に向上しており、

介護保険制度導入の直接的効果が認められた。ただし、施設整備プ

ロセスの相違により、高齢者人口増加率の高い都市地域では施設供

給の増加に伴う充足度の向上が認められるが、高齢者人口増加率の

低い小規模都市や農村地域では、施設供給が進まず充足度が低い自

治体が存在し、2000 年以降も自治体間格差は拡大傾向にある。 

以上より、中小都市地域と広範な過疎農山漁村地域を抱える地方

県の場合、小都市地域や、利用圏が広く人口密度が低いため施設の

経営採算や送迎コスト面から不利な条件下にある農村地域における

施設整備の促進が主要課題といえるが、本論で対象とした阿武町の

ように、典型的な過疎農村地域にもかかわらず大規模施設設立後も

民家を活用した小規模施設が相次いで開設され、充足度が都市地域

を上回る水準に達している自治体も存在する。地域施設計画論の観

点からは、既存の中･大規模施設に加え、地域に存在する空き家等を

活用した小規模施設を利便性の高い旧村中心集落等へ分散配置する

ことにより、充足度の向上とともに施設整備コストや日常的な送迎

時間の低減が期待される。また、既存建築活用型の小規模施設であ

れば、将来的な地域の高齢者人口変動に伴うサービス需要の量的質

的変化への対応も可能と考えられるため、人口減少地域における有 

 

効な整備方法として位置付けられよう。尚、本論では広域的観点か 

ら自治体単位の充足度分析を行ったが、日常的通所利用を考慮した

施設単位の利用圏分析に関しては稿を改めて報告する予定である。 
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注 

注１）筆者らの既往調査によれば、山口県内の通所介護施設(6 施設)の利用

登録者(177名)のうち 75歳以上の高齢者が全体の93.2%を占めていたため、

本論では 75 歳以上高齢者に対するサービス充足度を分析指標とする。 
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付表 自治体別施設供給数 

2010年人口
（万人） ～10 11～30 31～H ～10 11～30 31～H

下関市 27.8 12 12 15 6 31 27 2 105

山口市 19.2 7 5 6 3 17 10 48
宇部市 17.4 7 6 8 7 12 12 52
周南市 14.6 6 3 5 7 8 5 1 35
岩国市 14.4 7 7 6 2 16 9 2 49
防府市 11.5 5 6 2 7 8 2 30

山陽小野田市 6.4 3 3 2 2 12 2 2 26
下松市 5.3 1 1 5 3 6 1 17
萩市 5.4 4 4 2 5 15
光市 5.3 1 2 2 3 5 3 16
長門市 3.9 3 1 2 5 11
柳井市 3.4 1 1 1 4 2 9
美祢市 2.8 3 1 2 1 2 9

周防大島町 2.0 4 1 7 4 16
田布施町 1.6 1 2 1 1 5
平生町 1.4 1 1 2 4
阿東町 0.7 1 1 2 4
和木町 0.6 1 1
阿武町 0.4 1 3 4
上関町 0.3 1 1

合計 145.7 67 42 70 41 127 99 10 457

2005-2009
2009

2000-2004
1999

 

図 8 自治体別デイサービス充足度（75 歳以上）分布 
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